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ムω 原理) 〔従目的〕犯罪者の福祉
































































































殺人(刑法199条) 44 人 33 人 77人
(57.1%) (42.9%) 
傷害致死(同205条) 108 人 82 人 190人
(56.8%) (43.2%) 
危険運転致死(同208条の 2) 27 人 2 人 29人
(93.1%) ( 6.9%) 
保護責任者遺棄致死(同219条) 。 3 人 3 人
( 0.0%) (100%) 
強盗致死(同240条) 37 人 13 人 50人
(74.0%) (26.0%) 

























































































































































































































9 このほか， 2施設が国 2施設が民間団体 4施設が政令指定都市の運営である。
10 施設の長が親権を代行する形で事実上の連戻しは行われるが，親元に戻ってしま
い，親が連戻しに反対すれば，戻るよう説得する以外に手立ては存在しない。
11 既に説明したことだが，児童自立支援施設でも集団処遇に馴染まず，他の児童から
引き離して処遇しなければならないような「処遇困難な児童」がいるので， 1たまた
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ま児童の行動の自由を制限し，又はその自由を奪うような強制的措置」が必要とな
る。しかし，この「強制的措置を採ることのできる設備」が設けられているのは国立
の2施設だけで，他の児童自立支援施設にはこのような設備は存在しない。
12 清永賢二(編)r少年非行の世界一空洞の世代の誕生j(有斐閣・ 1999年)
13 総理府統計局の定義によれば， I完全失業者」とは次の三つの条件を満たす者とさ
れている。
①仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった
②仕事があればすぐ就くことができる
③調査期間中に，仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた(過去の求職活動
の結果を待っている場合を含む。)
「就職を希望しながらも求職活動をあきらめている人jは，上記③の条件を満たさ
ないために， I完全失業者」に含まれないことになる。
14 その後日本の経済は持ち直し，完全失業率は2003年から下がり始め， 2007年12月の
統計では4%を切り， 3 %台の後半まで落ちた。
15 警察庁の統計によれば，自殺者は22，445人を記録した1995年ころから増え始め，
1998年には前年の24，391人から一気に32，863人に上昇し，以降3万人台を持続してい
る。特性別にみると，女性よりは男性の方が多く，また，若年者よりも高齢者が多く
を占めている。
16 厚生労働省の発表によれば， 2006年度に全国の児童相談所で対応した児童虐待相談
対応件数は， 37，323件で，統計を取り始めた1990年度を 1とした場合の約34倍，児童
虐待防止法施行前の1999年度に比べ約3倍強と，年々増加している。
17 E.デ、ユルケーム・宮島喬(訳)r社会学的方法の基準j(岩波文庫・ 1978年)
18 確かに，刑事政策は， I既に犯罪を行った者が，将来再び犯罪を行うことを防止す
る」という「展望的な予防目的jも担っている。しかし，それは「既に起こってしま
った犯罪」に対する対応の一環として行われるものであり，犯罪の発生を未然に食い
止めるための「安全で，安心な社会作り」という観点からすれば，その役割の一部を
担っているに過ぎない。
